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アブストラクト

「あまねく日本全国に」「良質の放送番組」を提供することを目的としたＮＨＫは資金の提供者（スポンサー）の意向に左右されずに番組を作成できるように広告料収入を排除し、受信料収入という仕組みでその運営はまかなわれている。　

　しかし近年、一連の不祥事報道を受けて受信料不払いが深刻な問題となるなど、ＮＨＫのガバナンスのあり方から公共放送のあり方、ＮＨＫ受信料に疑問が投げかけられる次第となった。そこで我々はＮＨＫの受信料収入が正当化されうるものか否か、検討を試みることにした。

仮にＮＨＫが受信料収入ではなく、民間放送事業と同様広告収入を導入するならば（≒民営化するならば）、いくらの収益を見込めるか、民間放送局の視聴率と広告料収入の関係を導き、それを元にＮＨＫの仮想広告料収入を推計した。広告料収入を被説明変数とし、視聴率とその放送局の世帯数を説明変数にキー・地方放送局のデータを回帰分析にかけた。

得られた結果はどの年もＮＨＫの仮想広告料収入が現実の受信料収入を上回った。これは現実にＮＨＫの視聴率が民間放送局のものほど高いものでないとしても、公共サービスの目標として掲げた「あまねく日本全国」へ放送番組を提供する放送網が、翻ってＮＨＫ民営化の場合にも、広告業界にとって魅力的な宣伝媒介として働くためと思われる。
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1． 問題意識

　日本放送協会（通称ＮＨＫ）は、「あまねく日本全国に」「良質の放送番組」を提供する公共放送を役目とした特殊法人である。資金の提供者（スポンサー）の意向に左右されずに番組を作成できるように広告料収入を排除し、また国からの独立性も保つべく政府からの出資とそれに伴う統制を離れて、受信料収入という仕組みでその運営はまかなわれている。　
　しかし平成16年に発覚した「芸能番組制作費不正支出問題」を皮切りに次々と不祥事が明るみになって、国民の中に強い不信感が募っている。そして平成18年には国民による受信料不払いが問題となり、ＮＨＫのガバナンスのあり方から公共放送のあり方に疑問が投げかけられる次第となった。
　前述のように現在ＮＨＫはテレビを所有する世帯から受信料を徴収する制度で成り立っている。年間の予算は6000億円強にのぼる。だが一連の受信料支払い拒否を受けて受信料の見直し、引下げも検討されている。「誰も見ていないのに何故受信料を払わないといけないのか」といった声も散見される。

　そこで、以上のことを背景に本稿でＮＨＫの受信料収入が正当化されうるものか否か、検討を試みることにした。つまりＮＨＫにそこまでお金をつぎ込む価値があるのか、国民はＮＨＫの価値をどう評価するのか。仮にＮＨＫが受信料収入ではなく、民間放送事業と同様広告収入を導入するならば（≒民営化するならば）、いくらの収益を見込めるかを通してＮＨＫの価値、ひいてはＮＨＫの受信料収入の正当性を模索する。
2． 現状分析
1 ＮＨＫの設立と使命
日本放送協会（通称ＮＨＫ）は放送法に基づいて設立された日本の公共放送を担う特殊法人である。そのルーツを辿ると戦前の1925年まで遡ることができるが、戦前とは形を変え、政府による干渉を制限し、自立した客観的な放送を実現するために戦後に独立した特殊法人として生まれ変わっている。現在ＮＨＫは政府からの出資を受けず、行政ではなく国会によるチェックを受けている。
ＮＨＫの使命は設立根拠である放送7条に規定される。放送法7条によるとＮＨＫは「公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように豊かで、且つ、良い放送番組による国内放送を行い又は当該放送番組を委託して放送させるとともに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を行い、あわせて国際放送及び委託協会国際放送業務を行うことを目的とする」ことが定められている（放送法7条）。要約するＮＨＫのミッションは以下の4点であるといえる。
ⅰ　あまねく全国への放送

ⅱ『良い』番組の放送

ⅲ　放送技術の向上

ⅳ　国際放送

2 ＮＨＫの収入構造
日本では戦後公共放送の設計にあたって、戦前のＮＨＫが政府からの干渉を相当に受けていたことや戦争へ加担したことの反省も踏まえて、政府統制からの自立を保証するために政府出資を排除し、国民から一種の税のようにして徴収した「受信料」によって賄われている。
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ＮＨＫ　平成１９年度　収支予算と事業計画

http://www3.nhk.or.jp/pr/keiei/yosan/yosan19/pdf/youyaku.pdf
民間放送事業のように広告をうち、広告料収入を得ることは必ずしも法律によって禁止されてはいない。しかしＮＨＫ自身の判断として、商業放送（広告による収入確保）では放送内容が資金の提供者（スポンサー）の意見に左右されることや、より多くの広告料確保のため無秩序に視聴者に迎合する番組に陥ってしまうことなどの懸念があるために自主的に広告料収入を選んでいない。
受信料収入の規模であるが、平成18年現在、6138億円の収入となっている。
3 ＮＨＫの受信料と支払い拒否運動

平成１６年７月、芸能番組制作費不正支出問題発覚に始まり、ＮＨＫの不祥事が次々と明るみになると国民は抗議の手段として支払い拒否を表明するようになった。
　[image: image2.emf]
受信料収入は現在回復を見せているものの、平成１７年には6100億円を切るなど目に見えて減少を示している。
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総務省　『公平負担のための受信料体系の現状と課題に関する研究会』参考資料
3． 分析手法

以上の問題を受けて、我々は一種の税として半ば強制的に集められる受信料に対して、その費用は正当化できないものか考えてみた。つまり、ＮＨＫの放送にはそれだけの価値があり、その費用便益を考えると正当化できる、こう証明できないものかを考えた。
ＮＨＫ（公共放送）のような公共サービスの価値（便益）を図るときに代表的な手法としてWillingness To Pay (WTP)の手法がある。Willingness To Pay手法とは価値意識法あるいは支払意志額調査と訳され、『環境状態と所得との限界代替率を、アンケート調査もしくは仮想市場を設定して、模擬的な環境財の消費選択を行わせるマーケット・シミュレーションによって得る方法』とされる。つまりある状況なのかである財のためにいくら支払ってもよいのかと潜在的価値観を引き出す手法と言える。しかし、この手法では大規模なアンケートが必要になることや、果たしてアンケートを通してどれだけ公共放送（つまり極端にいえば視聴率が上がらなくても公共の福祉のためになる番組や文化の向上に資する番組を作ることを使命としている放送）を正確に測れるかという疑問が生じた。
そこで我々はＮＨＫの視聴率に注目することにした。

民間の放送事業は広告を打ってそのスポンサーから得られる広告料で事業を運営している。そしてこの広告料の値段はその放送局や時間帯の視聴率によって左右されることは広く知られていることであった。そこで我々は民間放送局の視聴率と広告料収入の関係を導き、それを元にＮＨＫがもし広告を導入するとしたらいくらの広告料収入を上げることができるかを調べることにした。当然これはいわばＮＨＫの公共性を鑑みない売りに出した時の「市場価値」であり、ある意味ＮＨＫの最低価値になると考えた。なぜならば、本来ＮＨＫには放送法7条に規定されたような公共性を担っていることから生じる価値があるはずであり、これは必ずしも視聴率で推計される市場価値には反映されるとは限らないからである。
また、当然広告料収入の水準は放送局の視聴率のみで決定されるものではなく、その他の変数も必要になると考えられた。そこでまずは先行研究にあたり、放送局の収入を決める変数を探ることになった。

· 他に考慮されるべきこととして、テレビ広告市場は無限大であるとは考えにくく、広告依頼主の広告経費にも限度は当然あるはずである。しかしここでは実際にＮＨＫが民営化して広告市場に参入することを想定するのではなく、仮想実験としてもし広告を打った場合に、その他の条件を所与としていくらの収入を得られるかを考えることとした。（広告市場での競争、広告料価格の低下、広告導入によるＮＨＫ視聴率の減少は考慮していない。）
4． 先行研究の整理と変数の推定
この章では、本研究に際して参照した先行研究の整理とそこから得た分析の視角（特に、統計分析の際の変数設定）を述べていく。

　本研究の目的は放送局の事業者データを用いたNHKの公共的価値の分析であるが、このテーマを直接的に扱った先行研究は寡聞にして見つからなかった。そこで、研究の目的は異なりはするものの、民間放送局の事業者データを用いて分析を施している文献を中心に参照した。その中で、放送局の収入・利潤を決定する構造を探り出し、NHKに対して適用するというアプローチを取ることとした。しかしながら、しばしば先行研究でも言及されるように、放送という産業に対しては「言論・思想の自由」といった非経済学的な概念をこそ重視すべきだとする主張が強いために（筆者ももちろんこの視点を軽視するつもりはない）、放送産業の経済学的分析という研究の蓄積は多くあったわけではなく、参照した先行研究も限られたものになってしまったと言わざるを得ない。

　放送産業の経済学的分析というテーマに挑んだ最も初期のものはおそらくGreenberg(1969)であろう。彼の研究では、放送局の収入と、市場規模（一局あたりの世帯数）、当該地域の放送局数、ネットワーク依存、との正の相関が指摘されている。この研究は、1960-62年のアメリカの放送局データを用いているために、本研究にそのまま援用できるわけではないが、その視角は今日の研究でも活かされている。したがって、現在の日本の放送局を対象とした先行研究に注視することにしよう。

　春日・宋倉(2005)は、先行研究を整理しながら、放送産業の経済学的分析の諸相に光を当てている。彼らの研究のより理論的な部分は、春日・宋倉（2004）で与えられている。ここでは、「マスメディア集中排除原則」に基づく免許制によって地域的に分断された寡占市場という放送産業の市場構造を指摘した上で、その収入・利潤構造を事業者データに基づき推定している。また、その結論は以下のとおりである。・放送局の収入・利潤について、視聴率とは正の相関があるが、市場集中度との相関については明確な結論は得られていない・対象世帯数や一人当たり所得といった地域特性を表す指標とは正の関係があり、これらはハーフィンダール指数といった構造変数よりも強い説明力を有している・放送局の自社番組作成比率を示す変数は、収入とは正の相関、利潤とは負の相関がある、ということである。この結論は、本研究でどういった変数を設定するかという点に関して参考にした。三藤（1995）では、ローカル地域でのテレビ局の他局化が、地域のテレビ放送局の営業収入にどのような影響が与えられるかが分析されている。営業収入を被説明変数として、県民総生産や前年度営業収入を変数として回帰分析を行っている。植田・高橋・三友（2004）では、放送産業における規模の経済性に関する検証が行われている。トランスログ型費用関数を用い、有価証券報告書によってテレビ事業収入が推計できる放送局に対して計測を行った結果、彼らは規模の経済性の存在を確認している。この結果から彼らは、マスメディア集中排除原則の緩和は、放送局間の経営統合を可能にし、経営悪化が懸念される地方放送局にとって有効な政策になり得るというインプリケーションを引き出している。

　本研究では、これら先行研究のアプローチを参考にしている。春日・宋倉(2005)からは基本的な研究の基本的な構造、すなわち各放送事業者の収益とそれに影響を与える変数の設定に関して、当初は本研究でも同じ変数を採用し分析を行うなど、最も参考にした研究である。しかし、後の推計で見るようにこの研究ほど明晰な結論を得られることはできなかった。また、三藤（1995）からは、残念ながらこれも盛り込むことができなかったが、県民総生産や当該地域での操業放送局数といったローカルな指標を重視し、採用するという点を参考にした。植田・高橋・三友（2004）は、基本的な問題設定を異にしているために重視した訳ではなかったが、しかし放送産業での規模の経済性の実証は、規模に関する変数の取り扱いついて我々の注意を喚起し、また以下の統計分析でも規模に関する変数の説明力が非常に強いために、それを除外して分析するという整合的な結果を得ている。
5． 統計分析
　NHKの価値分析についてのアプローチは以下の通りである。

　被説明変数を放送事業収入とし、視聴率や世帯数といった要素を説明変数として、重回帰分析を行った。対象となる放送局は、2006年から2002年度のビデオリサーチ社が年平均視聴率を発表している福島を除いた52週調査地区（関東・関西・名古屋・北部九州（福岡）・札幌・仙台・広島・岡山香川・新潟）に位置する放送局で、かつ、有価証券報告書を提出している局に限定している。有価証券報告書の提出を条件としているのは、放送局の総収入から放送事業収入を分離して推計できる局のみを対象とするためである。

　変数に関しては、当初は先行文献を参考にし、年平均視聴率、当該地域の世帯数、当該地域の世帯あたり所得、ハーフィンダール指数、従業員数、自社番組作成比率を設定して計測したが、上記のようにサンプル数が限定され、またその地域的な偏りが強いために、計測が不安定になってしまった。

　規模を示す従業員数はその説明力が強く、視聴率や世帯数といった放送事業収入の多くを占める広告料を決定する要素の説明力を失わせるために、また自社番組作成比率や当該地域の世帯あたり所得は、有価証券報告書提出放送局という限定を外してサンプル数を増やしたケースでは有意となったものの、実際の計測の条件下では有意とならなかったために、それぞれ除外した。また、ハーフィンダール指数とはならなく、この結果は先行研究と整合的であることから、これも除外した。

　そこで、営業収入を視聴率と当該地域の総世帯数に回帰する推定式を用いて分析することで、計測の安定性を担保とし、サンプル数を増やすことができた。９５パーセント有意水準での分析結果は次項の表の通りである。

（ここで、rateは局別年平均視聴率、householdは当該放送エリアの世帯数を示している）

　では、この統計結果を使って、NHKの仮想的な広告料収入を試算してみることにする。

　以下の式で、NHKの広告料収入は与えられる。

NHK広告料収入＝（rateの係数）・NHKの年・全国平均視聴率　＋

　　　　　　　　　（householdの係数）・放送エリアの世帯数

（NHKの年・全国平均視聴率とは、ＮＨＫの全国平均視聴率が手に入らなかったため数値に取れる先の５２週計測地域での合計平均を出し、全国平均と仮定したものであり、また、NHK総合とNHK教育の視聴率を合算したものである。）
　広告料収入の計算結果は以下のようになる。
	年度
	視聴率（総合）
	視聴率（教育）
	広告料の推計値
	実際の受信料

	2002年
	6.79
	1.29
	6814億円
	6425億円

	2003年
	6.97
	1.26
	6680億円
	6478億円

	2005年
	7.46
	1.37
	6695億円
	6024億円

	2006年
	7.77
	1.34
	6964億円
	6060億円


　以上の分析では、いずれの年も広告料収入が現行の受信料収入を上回っているという結果を得られた。
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	分散分析表
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	自由度
	変動
	分散
	観測された分散比
	有意 F
	
	
	

	回帰
	2
	8.55E+23
	4.27E+23
	359.8380382
	5.45E-49
	
	
	

	残差
	110
	1.31E+23
	1.19E+21
	
	
	
	
	

	合計
	112
	9.85E+23
	　
	　
	　
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	係数
	標準誤差
	t 
	P-値
	下限 95%
	上限 95%
	下限 95.0%
	上限 95.0%

	切片
	-96773474531
	1.11E+10
	-8.72438
	3.21822E-14
	-1.2E+11
	-7.5E+10
	-1.2E+11
	-7.5E+10

	rate
	10288866990
	1.37E+09
	7.48936
	1.84635E-11
	7.57E+09
	1.3E+10
	7.57E+09
	1.3E+10

	household
	13892.35366
	536.8864
	25.87578
	1.37294E-48
	12828.37
	14956.34
	12828.37
	14956.34


6． ＮＨＫへのインプリケーション

　我々はこの結果から、ＮＨＫの価値は十分に存在し、現在の受信料は正統性をもちうるのではないかと考える。これは経営効率としてＮＨＫが受信料を効率的に使用しているかという議論ではなく、受信料というコストに見合う価値（ベネフィット）を提供しているということである。つまり、ＮＨＫが広告へ門戸を開放するとするならば、そもそも受信料並の収益を稼げるだけの価値を持っていることを示す。
　このＮＨＫの高評価の要因としてＮＨＫのユニバーサル・サービス（「あまねく全国へ」の放送）があるのではないかと考えた。都市圏からは想像しがたいことかもしれないが、地域によっては他の民間放送電波がほとんど入らない地域も現実には存在する。公共性の観点から重要だったユニバーサル・サービスは同時に、広告市場の観点からも他の広告媒体がない地域へのアクセス手段としての価値が評価されるのではないかと考える。

　また、これとは別に文化に資する番組、教育番組、少数視聴者のための公益的番組（手話、妊婦を対象とした番組）なども存在することからＮＨＫの価値は以上の視聴率には反映されない価値もあると考えられる。
　[image: image4.emf]
ＮＨＫの公共的役割の例　前掲総務省資料より
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